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平成２６年度（第１６期）決算について 
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１．事業の概況 

 

当事業年度における世界経済は、米国が引き続き堅調に推移したものの、欧州や

新興国などでは一部に弱さもみられ、全体として緩やかな回復となりました。わが国

経済は、消費税増税に伴い、個人消費など一部に弱さがみられましたが、全体として

は底堅く推移しております。 

情報通信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、固定と移動の融合、

クラウドコンピューティング（※1）やテレビのスマート化の進展、スマートフォン・

タブレット型端末等の高速無線・Ｗｉ－Ｆｉ（※2）対応端末の浸透、無料の通話や

メッセージ通信を実現するアプリケーションの普及等により、従来の枠組みを超えた

構造変化が進展しております。 

地域通信市場においても、光化を中心としたブロードバンドサービスでの設備競

争およびサービス競争の激化に加え、多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡

大、それに伴うお客様の利用用途の多様化、データ通信量の増加によるオフロード（※

3）ニーズの伸長など、大きく変化しております。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任あ

る担い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努めると

ともに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービス

の提供・災害に強い通信ネットワークの構築・大規模自然災害等の際の迅速な復旧を

はじめとした社会的インフラとしての信頼性の確保に努めてまいりました。 

また、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した新しいサービス・商品の提供な

らびにお客様にとって“使いやすい”・“より長くご利用いただける”料金メニューの

提供等を通じて、ブロードバンド・ユビキタス環境の充実と光アクセスサービスの更

なる利用層拡大に努めてまいりました。 
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①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※4）の普及

拡大や継続利用の促進、また、Ｗｉ－Ｆｉ対応端末をご利用中のお客様ニーズへの対

応に向けて、新たなサービスの提供等を開始しました。 

ⅰ. 「フレッツ光」の新たなサービスとして、上下（データ送受信）概ね 1Gbps の最

大通信速度に加え、最新の高速無線ＬＡＮ規格に対応することにより、アクセス

回線だけでなくご自宅の無線ＬＡＮ環境においても国内最高レベルの通信速度を

実現した「フレッツ 光ネクスト ギガファミリー・スマートタイプ」および「フ

レッツ 光ネクスト ギガマンション・スマートタイプ」を 2014 年 7 月 1 日より提

供開始しました。更に、同年 12 月 1 日からは、同サービスに加えて、Ｗｉ－Ｆｉ

ルーター機能を含まない「フレッツ 光ネクスト ファミリー・ギガラインタイプ」

および「フレッツ 光ネクスト マンション・ギガラインタイプ」を提供開始しま

した。 

また、「フレッツ光」をより多くのお客様にご利用いただけるよう、新たにご契

約いただくお客様を対象とした「ギガ推し！キャンペーン」、「フレッツ 光ライト

もっとライトに！割引」などの割引キャンペーンを実施しました。 

「フレッツ光」ご契約者様向け会員制プログラム「フレッツ光メンバーズクラ

ブ」については、2014 年 4 月 11 日に 500 万会員（※5）を突破しました。500 万

会員突破を記念して、会員のお客様にポイントや商品等を抽選でプレゼントする

キャンペーンを 2014 年 5 月より実施しました。 

ⅱ. スマートフォン・タブレット型端末等の高速無線・Ｗｉ－Ｆｉ対応端末の浸透を

受け、「光ステーション」（※6）のＷｉ－Ｆｉインターネット接続において、   

Ａｎｄｒｏｉｄ／ｉＯＳアプリケーション「Ｊａｐａｎ Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ－

ｆｒｅｅ Ｗｉ－Ｆｉ」（※7）を 2014 年 8 月 26 日よりご利用いただけるようにな

りました。これにより、訪日外国人観光客をはじめとしたスマートフォン等をお
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使いの方が、観光地や街でより一層便利にＷｉ－Ｆｉインターネット接続をご利

用いただけるようになりました。また、訪日外国人観光客の需要創出および利便

性向上に向けて、日本航空株式会社様と当社が提携し、ＪＡＬ海外地区ホームペ

ージ（※8）において、「光ステーション」で利用できる無料Ｗｉ－Ｆｉサービス

のＩＤとパスワードも提供開始しました。 

更には、Ｏ２Ｏサービス（※9）市場の拡大を受け、飲食業・小売業等を営む事

業者様向けのサービスとして、Ｗｉ－Ｆｉを活用したアプリケーションサービス

である「Ｏ２Ｏクラウドサービス」を 2014 年 11 月 4 日より提供開始しました。

これにより、事業者様は、本サービスをスマートフォン・タブレット型端末向け

アプリケーションと連携させて、来店者へのクーポン・レコメンド情報等の表示

やＷｉ－Ｆｉアクセスポイントに接続したユーザの事前登録情報の収集等が可能

となりました。 

ⅲ. ＩＣＴ（※10）利活用による豊かな社会の実現に向けた取り組みとして、インタ

ーネットをまだ利用したことのないシニアの方々に、その楽しさや便利さを体験

していただき、興味を持っていただくことを目的とした体験型キャラバンイベン

ト「昭和レトロなふれあい広場」を開催しました。イベントカーで東日本エリア

（計 17 都道県）の各地に伺い、シニアの方々に昔懐かしい「昭和レトロな世界観」

を感じていただきながらＩＣＴを活用した新しい技術・サービスに触れていただ

きました。 

また、ＩＣＴ利活用による保育園経営の維持･安定化に貢献するため、株式会社

global bridge 様が開発した保育園運営管理システム「Child Care System」の提

供にあたり、当社が「フレッツ光」および公衆無線ＬＡＮアクセスポイントサー

ビス、利用サポート、料金回収代行サービス等をワンストップで提供していくこ

ととしました。 

ⅳ. 新たなＩＣＴ利活用促進により新需要を開拓するため、当社が提供している「フ
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レッツ光」等を様々なサービス提供事業者様に卸提供することで、サービス提供

事業者様が自社サービスと光アクセスサービス等を組み合わせ、新たなサービス

をお客様へ提供できる「光コラボレーションモデル」を 2015 年 2 月 1 日より提供

開始しました。 

 

②ソリューションビジネスの取り組み 

法人等のお客様に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューショ

ンを中心に、ＩＣＴ利活用の推進により地域のお客様に喜んでいただけるよう、営業

活動を展開しました。 

ⅰ. 大規模ネットワークを有するお客様向けには、帯域優先型サービス「フレッツ 光

ネクスト プライオ」の新たなＩＰ－ＶＰＮサービスとして、「フレッツ・ＶＰＮ プ

ライオ」を 2014 年 8 月 20 日より提供開始しました。 これにより、従来の「フレ

ッツ・ＶＰＮ ワイド」に比べ、遅延の発生しにくい安定した通信が可能となるプ

ライベートネットワークを構築できるようになりました。 

自治体様向けには、自治体が行う「り災証明書（※11）発行」等の被災者生活

再建支援業務を総合的に支援するクラウド型サービスとして、被災者生活再建支

援サービス「Biz ひかりクラウド 被災者生活再建支援システム」を 2014 年 6 月

20 日より提供開始しました。これにより、 災害発生時の被災者への迅速かつ公正

な生活再建支援を可能にし、被災者にとっては速やかに支援を受けることができ

るようになりました。 

ⅱ. 中堅中小企業のお客様向けには、モバイル端末等の利用による業務効率化等が図

られる中、お客様が求めるＷｉ－Ｆｉ環境をレディメイドし、Ｗｉ－Ｆｉアクセ

スポイント装置とその導入から運用までのサポートを組み合わせて提供する「ギ

ガらくＷｉ－Ｆｉ」を 2014 年 12 月 1 日より提供開始しました。これにより、モ

バイル端末等のＩＣＴをオフィス内で効果的に利用し、業務の生産性向上や新た
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な事業機会創出を図りたいというお客様のニーズに応えました。 

また、オフィスＩＴ機器の故障・不具合等のトラブル発生時における中堅中小

企業向けサポートサービス「オフィスまるごとサポート」の新メニューとして、

既存メニューのサポート内容を限定することで、低料金でオフィスＩＣＴ環境の

サポートを受けられる「IT サポート プラン・ミニ ライト」を 2014 年 12 月 10 日

より提供開始しました。 

ⅲ. オンラインストレージサービス「フレッツ・あずけ～る」の新ラインナップとし

て、従来のプランよりセキュリティを強化し、スケジューラー等の法人向け機能

を加えたサービス「フレッツ・あずけ～るＰＲＯプラン」を 2014 年 6 月 24 日よ

り提供開始しました。これにより、同一契約者のお客様内でスケジュールの共有・

管理や外出先のスマートフォン等でスケジュールの登録・確認ができるようにな

りました。 

 

③事業運営体制の状況 

当社は、変化する市場環境・経営環境に対応し、一層の業務効率化と、更なる地域

密着でのサービス提供を推進するため、業務運営体制を 2014 年 7 月 1 日より見直し

ました。 

具体的には、ＮＴＴ東日本エリアの都道県単位に設置していた 17 支店を、一層の

業務効率化を推進するため、6つの事業部に大括り化し、集約可能な業務を効率的に

実施するとともに、更なる地域密着でのサービス提供を推進するため、市場が大きい

首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）および北海道を細分化した 29 支店を、事業部

内部組織として設置しました。 

これにあわせ、都道県単位に設置していた地域子会社 17 社および東京エリアの法

人営業を担う株式会社ＮＴＴ東日本ソリューションズを 4会社に再編成しました。ま

た、複数社にアウトソーシングしていた１１６等フロント系業務について、一層の業
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務効率化とサービスレベルの均一化・向上を推進するため、新たに株式会社ＮＴＴ東

日本サービスを設立し、一元的に業務を実施することとしました。 

 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

当社は、情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続

的な発展に寄与していくことを企業の社会的責任と認識し、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日

本グループにおける事業運営の重要な柱の一つと位置づけ、ⅰ国民生活に欠かせない

重要なインフラとしての高い安定性と信頼性の確保、ⅱ公正競争の確保、個人情報保

護、適正な広告表示、労働者派遣をはじめとした各種法令等の遵守、ⅲ社会全体の環

境負荷低減に貢献する情報通信サービスの提供や省エネルギー化・省資源化、節電な

どの環境負荷軽減に取り組みました。 

また、これらにあたっては、「ＮＴＴ東日本グループがめざしていく姿」を明確に

したうえで、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）の更なる浸透、   

ＣＳＲ活動における重要テーマ毎に設定した「ＫＰＩ」（※12）に基づくＰＤＣＡサ

イクルの実践など、情報通信のリーディングカンパニーに相応しいＣＳＲ活動を牽引

するための取り組みを展開してまいりました。 

なお、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１４」を発行することにより、ス

テークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

⑤営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は 1兆 7,654 億円（前年同期

比 0.5％減）、営業利益は 1,098 億円（前年同期比 64.6％増）、経常利益は 1,220 億円

（前年同期比 33.0％増）、当期純利益は 695 億円（前年同期比 28.9％増）となりまし

た。 

 

※1：ネットワークを介してソフトウェアやハードウェアなどを提供するサービス形態。お客様はサー
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バーなどのハードウェアやソフトウェアを購入（所有）することなく、サービスとして必要なと

きに必要なだけ利用可能。 

※2：Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ｆｉｄｅｌｉｔｙの略。無線ＬＡＮ機器が、他の機器と問題なく接続できる

互換性を備えていることを認定するブランド名。現在ではＷｉ－Ｆｉに対応した機器同士による

無線ＬＡＮ環境自体を示した用語としても使用。 

※3：通信量の増大により発生する通信速度の低下や繋がりにくさを解消するため、負荷を分散するこ

と。 

※4：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」、「フレッツ 光ＷｉＦｉアクセス」

の総称。（光コラボレーションモデルを含む） 

※5：「フレッツ光」回線単位の数値。 

※6：当社が提供する店舗・施設等のオーナー様向け公衆無線ＬＡＮアクセスポイントサービス。 

※7：エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社が提供する無料Ｗｉ－Ｆｉインタ

ーネットに接続することができるアプリケーション。 

※8: 海外地区発のお客様向けのＪＡＬポータルサイト。（世界 26地域、日本語を除く 11 言語） 

※9：オンライン・ツー・オフラインの略。インターネット上のメディア（ＷＥＢ・メール・アプリ等）

からの情報により、店舗・施設等への集客や購買活動を促すこと。 

※10:Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの略。

情報通信技術。コンピュータによる情報通信に関するハードウェアやソフトウェア、システムや

データ通信などに使われる技術の総称。 

※11：自治体が発行する火災・風水害・地震などで被災した家屋などの被害の程度を証明する書類。

被災者生活再建支援金や災害復興住宅融資などの申請、損害保険の請求などを行う際に必要。 

※12：Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒの略。重要業績評価指標。目標の達成

度合いを計る定量的な指標のこと。 

 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ４７４，５５４ ４３４，５１８ △ ４０，０３６

　　　　空中線設備 ４，３２５ ３，９４８ △ ３７７

　　　　端末設備 ４５，７５６ ３７，５６９ △ ８，１８６

　　　　市内線路設備 ８６２，３１５ ８５４，１６２ △ ８，１５３

　　　　市外線路設備 ４，１０７ ３，６８３ △ ４２４

　　　　土木設備 ６１２，４０５ ６０２，８２８ △ ９，５７６

　　　　海底線設備 １，４２１ １，１１９ △ ３０１

　　　　建物 ４３８，１３７ ４２３，３７３ △ １４，７６４

　　　　構築物 １６，８０７ １６，９３８ １３０

　　　　機械及び装置 ４，０６２ ３，４００ △ ６６２

　　　　車両及び船舶 ３２２ ３０７ △ １４

　　　　工具、器具及び備品 ４０，７４５ ４２，８２６ ２，０８０

　　　　土地 １９７，０２６ １９３，０４７ △ ３，９７８

　　　　リース資産 ４７５ ６０８ １３２

　　　　建設仮勘定 １９，８８５ ２７，９７５ ８，０８９

　　　　有形固定資産合計 ２，７２２，３４９ ２，６４６，３０８ △ ７６，０４１

　　　無形固定資産 ８８，３８６ ８４，４９６ △ ３，８８９

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，８１０，７３６ ２，７３０，８０５ △ ７９，９３１

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ８，２３１ １１，８１５ ３，５８４

　　　関係会社株式 ４８，２５３ ４７，５４３ △ ７１０

　　　その他の関係会社投資 ４，０８９ ３，８００ △ ２８９

　　　出資金 ３４３ ２７３ △ ７０

　　　長期前払費用 ４，１１４ ４，０４２ △ ７２

　　　前払年金費用 １３，５７６ ９，１６７ △ ４，４０８

　　　繰延税金資産 １３０，５０９ １１７，８８９ △ １２，６１９

　　　その他の投資及びその他の資産 ４，７７１ ４，０４７ △ ７２４

　　　貸倒引当金 △ １，０３０ △ ９５６ ７４

　　　投資その他の資産合計 ２１２，８５９ １９７，６２３ △ １５，２３５

　　固定資産合計 ３，０２３，５９５ ２，９２８，４２８ △ ９５，１６６

　流動資産

　　現金及び預金 ２５，７６５ ２１，９８０ △ ３，７８４

　　受取手形 １７１ １５ △ １５５

　　売掛金 ２３８，９９９ ２３６，９８４ △ ２，０１４

　　未収入金 １１３，９５３ １１８，５１０ ４，５５７

　　貯蔵品 ３３，８５２ ３３，６３３ △ ２１９

　　前渡金 １，６１６ ２，３３２ ７１５

　　前払費用 ７，２３７ ７，４６０ ２２３

　　繰延税金資産 ５，５４１ ６，９８６ １，４４５

　　預け金 ９１，５３４ １１４，７３６ ２３，２０２

　　その他の流動資産 １３，９２０ １０，１８６ △ ３，７３４

　　貸倒引当金 △ ６２２ △ ５４４ ７８

　　流動資産合計 ５３１，９６９ ５５２，２８３ ２０，３１３

　資産合計 ３，５５５，５６５ ３，４８０，７１１ △ ７４，８５３

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 15 期 第 16 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ５４８，７７５ ４３０，９５５ △ １１７，８２０

　　リース債務 ９８７ １，１８５ １９７

　　退職給付引当金 ２３１，３２８ ２３２，６１８ １，２９０

　　ポイントサービス引当金 ７，０７４ ９，７２４ ２，６５０

　　未使用テレホンカード引当金 １１，０８２ ９，６８６ △ １，３９５

　　環境対策引当金 ４，５１１ ７，７４８ ３，２３６

　　資産除去債務 １，１１０ １，１１９ ９

　　その他の固定負債 ８，６１３ ８，２９２ △ ３２１

　　固定負債合計 ８１３，４８３ ７０１，３３０ △ １１２，１５３

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １２７，４２０ ６６，２２０ △ ６１，２００

　　買掛金 ７７，２４６ ８５，４７８ ８，２３２

　　リース債務 ４８２ ４００ △ ８２

　　未払金 ２１２，５３９ １７５，３２４ △ ３７，２１５

　　未払費用 １４，９５１ １４，６８８ △ ２６２

　　未払法人税等 ５，７４６ １０，７１３ ４，９６７

　　前受金 ５，３００ ５，３４８ ４８

　　預り金 １２５，４９１ ２０５，４７７ ７９，９８５

　　前受収益 ３７４ １８１ △ １９３

　　環境対策引当金 － ３，１４７ ３，１４７

　　資産除去債務 １４９ － △ １４９

　　その他の流動負債 ３，１２３ ２，４６２ △ ６６０

　　流動負債合計 ５７２，８２６ ５６９，４４３ △ ３，３８２

　負債合計 １，３８６，３１０ １，２７０，７７３ △ １１５，５３６

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 ２，６４８ ２，２４１ △ ４０７

　　　　圧縮積立金 １１，４０５ １２，８９０ １，４８４

　　　　繰越利益剰余金 ３１９，６８６ ３５６，７７３ ３７，０８７

　　　利益剰余金合計 ３３３，７４０ ３７１，９０５ ３８，１６４

　　株主資本合計 ２，１６８，４６７ ２，２０６，６３２ ３８，１６４

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ７８７ ３，３０５ ２，５１８

　　評価・換算差額等合計 ７８７ ３，３０５ ２，５１８

　純資産合計 ２，１６９，２５５ ２，２０９，９３８ ４０，６８２

負債・純資産合計 ３，５５５，５６５ ３，４８０，７１１ △ ７４，８５３

科 目
（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

第 15 期 第 16 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，６３０，５２３ １，６２５，０５７ △ ５，４６６

　営業費用

　　営業費 ４２３，５５２ ３９３，９５８ △ ２９，５９３

　　運用費 ９，３９７ ８，９１７ △ ４８０

　　施設保全費 ４０９，９７９ ４００，３２２ △ ９，６５７

　　共通費 ９０，６０７ ９４，８２６ ４，２１８

　　管理費 ９０，６７９ ８７，２４０ △ ３，４３９

　　試験研究費 ４５，３４１ ４１，５４２ △ ３，７９９

　　減価償却費 ３５９，０２０ ３５７，１５９ △ １，８６０

　　固定資産除却費 ４５，６４５ ４６，９１０ １，２６４

　　通信設備使用料 ３１，９４４ ２９，４０２ △ ２，５４１

　　租税公課 ７１，６５４ ７２，８８６ １，２３１

　　営業費用合計 １，５７７，８２３ １，５３３，１６５ △ ４４，６５７

　電気通信事業営業利益 ５２，６９９ ９１，８９１ ３９，１９１

附帯事業営業損益

　営業収益 １４３，２８６ １４０，３６５ △ ２，９２０

　営業費用 １２９，２７１ １２２，４１４ △ ６，８５６

　附帯事業営業利益 １４，０１４ １７，９５０ ３，９３５

営業利益 ６６，７１４ １０９，８４１ ４３，１２７

営業外収益

　受取利息 ７６ ７６ ０

　有価証券利息 ０ ０ △ ０

　受取配当金 ３，６９０ ６，４００ ２，７１０

　物件貸付料 ４４，２９６ － △ ４４，２９６

　固定資産売却益 ５，９７３ ９，５６５ ３，５９２

　雑収入 ３，９９１ ７，６６０ ３，６６９

　営業外収益合計 ５８，０２７ ２３，７０４ △ ３４，３２３

営業外費用

　支払利息 ７，２０３ ５，８５２ △ １，３５１

　物件貸付費用 ２３，２５３ － △ ２３，２５３

　雑支出 ２，５３６ ５，６５１ ３，１１５

　営業外費用合計 ３２，９９３ １１，５０４ △ ２１，４８８

経常利益 ９１，７４９ １２２，０４１ ３０，２９１

特別損失

　減損損失 ４，９０９ － △ ４，９０９

　環境対策引当金繰入額 ３，３８２ ７，９３０ ４，５４７

　特別損失合計 ８，２９２ ７，９３０ △ ３６２

税引前当期純利益 ８３，４５７ １１４，１１１ ３０，６５４

法人税、住民税及び事業税 ２３，０３３ ３５，５１１ １２，４７８

法人税等調整額 ６，４６７ ９，０２７ ２，５６０

当期純利益 ５３，９５６ ６９，５７１ １５，６１５

*第15期において営業外収益、営業外費用に表示していた「物件貸付料」、「物件貸付費用」について、第16期では電気通信事業営業損益「営業収益」、「営業費用」に

 含めて表示しております。なお、電気通信事業営業損益「営業収益」、「営業費用」に含まれている「物件貸付料」、「物件貸付費用」の当事業年度の金額はそれぞれ

 ４２，４９４百万円、２１，０８１百万円であります。

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成26年３月31日まで 平成27年３月31日まで
平成25年４月１日から 平成26年４月１日から

第 15 期 第 16 期

*

*
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前事業年度  （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,997 9,901 300,384 313,284 2,148,011 271 271 2,148,283

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      53,956 53,956 53,956   53,956

特別償却準備金の積立    242  △ 242 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 591  591 － －   －

圧縮積立金の積立     1,503 △ 1,503 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        515 515 515

当期変動額合計 － － － △ 349 1,503 19,301 20,456 20,456 515 515 20,971

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,648 11,405 319,686 333,740 2,168,467 787 787 2,169,255

当事業年度  （自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,648 11,405 319,686 333,740 2,168,467 787 787 2,169,255

会計方針の変更による
累積的影響額

     2,092 2,092 2,092   2,092

335,000 1,499,726 1,499,726 2,648 11,405 321,778 335,833 2,170,560 787 787 2,171,347

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      69,571 69,571 69,571   69,571

特別償却準備金の積立    206  △ 206 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 613  613 － －   －

圧縮積立金の積立     1,487 △ 1,487 － －   －

圧縮積立金の取崩     △ 3 3 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        2,518 2,518 2,518

当期変動額合計 － － － △ 407 1,484 34,994 36,071 36,071 2,518 2,518 38,590

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,241 12,890 356,773 371,905 2,206,632 3,305 3,305 2,209,938

会計方針の変更を反映した
当期首残高

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

資本剰余金

圧縮積立金

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

純資産
合計

繰越利益
剰余金

特別償却
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
特別償却
準備金

利益剰余金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

圧縮積立金

評価・換算差額等

その他利益剰余金

-11-



(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ５１８，３４６ ４６８，５２９ △ ４９，８１７ △ ９．６

（再）基本料 ３７８，０８９ ３４６，４２１ △ ３１，６６７ △ ８．４

（再）通話料 ４２，０４４ ３５，５４２ △ ６，５０１ △ １５．５

（再）相互接続通話料 ６３，２１０ ５５，０６１ △ ８，１４９ △ １２．９

　ＩＰ系収入 ８４１，３３４ ８４４，４７０ ３，１３５ ０．４

　専用収入（ＩＰ系除く） １１７，２８６ １１１，９８６ △ ５，３００ △ ４．５

　電報収入 １４，９５１ １４，０６３ △ ８８７ △ ５．９

　その他の電気通信事業収入 １３８，６０４ １８６，００７ ４７，４０３ ３４．２

電気通信事業営業収益合計 １，６３０，５２３ １，６２５，０５７ △ ５，４６６ △ ０．３

附帯事業営業収益合計 １４３，２８６ １４０，３６５ △ ２，９２０ △ ２．０

営業収益合計 １，７７３，８０９ １，７６５，４２２ △ ８，３８７ △ ０．５

 ５．営業実績 

第15期

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで 平成27年３月31日まで

科 目

第16期
増　減　額

（△）平成26年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ８３，４５７ １１４，１１１ ３０，６５４

　減価償却費 ３７２，２８５ ３６２，４９９ △ ９，７８６

　固定資産除却損 ２３，０３１ １９，２７６ △ ３，７５５

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ８，８５８ １，２９０ △ ７，５６８

　売上債権の増加（△）又は減少額 １８，３０１ △ ２，３８７ △ ２０，６８８

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ４８４ △ ２，７１５ △ ３，２００

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ２８，４３９ △ ５８，４０９ △ ２９，９６９

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ３，７２１ １２，０５３ １５，７７４

　その他 ７５５ ８７，５８２ ８６，８２７

　小計 ４７５，０１３ ５３３，３０１ ５８，２８７

　利息及び配当金の受取額 ３，７６７ ６，４７７ ２，７１０

　利息の支払額 △ ７，８１０ △ ６，１５４ １，６５６

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２１，７７９ △ ２４，３０２ △ ２，５２３

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４４９，１９０ ５０９，３２１ ６０，１３１

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３６２，５４９ △ ２９３，７６０ ６８，７８９

　固定資産の売却による収入 ７，６７９ １１，８６１ ４，１８２

　投資有価証券等の取得による支出 △ １６７ △ ２４８ △ ８１

　投資有価証券等の売却による収入 ３５８ ３８９ ３０

　その他 △ ７，３７３ ３９８ ７，７７１

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３６２，０５１ △ ２８１，３５９ ８０，６９２

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １００，０００ － △ １００，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １６８，１５５ △ １７９，０２０ △ １０，８６４

　リース債務の返済による支出 △ ５９９ △ ５５５ ４３

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １０２，２５５ △ ２１３，０７５ △ １１０，８２０

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １５，１１６ １４，８８７ ３０，００３

現金及び現金同等物の期首残高 １３８，９０１ １２３，７８５ △ １５，１１６

現金及び現金同等物の期末残高 １２３，７８５ １３８，６７２ １４，８８７

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

平成26年３月31日まで 平成27年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 15 期

平成25年４月１日から 平成26年４月１日から

第 16 期

-13-
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７．役 員 の 異 動 

 

 

平成２７年６月１９日予定 

 

（１）新任取締役候補 

 

藤 本 秀 雄  （㈱エヌ・ティ・ティ エムイー 代表取締役副社長） 

浅 野 健 志  （資材調達センタ所長） 

田 辺   博  （ネットワーク事業推進本部エンジニアリング部長） 

原 田 清 志  （神奈川事業部長 神奈川事業部神奈川支店長兼務） 

 

（２）退任予定取締役 

 

代表取締役副社長  岡   政 秀 （㈱日立製作所 入社予定） 

常務取締役     加 賀 谷  卓 （日本コムシス㈱ 入社予定） 

取 締 役     阪 本 作 郎 （㈱ＮＴＴ東日本サービス 代表取締役社長） 

取 締 役     髙 橋 正 行 （㈱ミライト 入社予定） 

 

（３）代表取締役予定者 

 

代表取締役常務取締役予定者 

 

常務取締役     井 上 福 造 

    取 締 役     井 伊 基 之 

 

（４）役員の人事の予定 

委嘱日 平成２７年６月１９日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 
 
代表取締役副社長            中川  裕     代表取締役副社長 
リスクマネジメント担当                   経営企画部長 
経営企画担当                        リスクマネジメント担当 
ＩＴイノベーション担当                   総務人事担当 
総務人事担当                        財務担当                 

財務担当                          情報セキュリティ担当 
 
代表取締役常務取締役          井上 福造     常務取締役 
ビジネス開発本部長                     ビジネス開発本部長 
 
代表取締役常務取締役          井伊 基之     取締役 
ビジネス＆オフィス営業推進本部長              ビジネス＆オフィス営業推進本部長 
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取締役                 關  雅夫     取締役 
営業推進本部長                       営業推進本部営業部長 
営業推進本部営業部長兼務 
 
取締役                 矢野 信二     取締役 
経営企画部長                        千葉事業部長 
情報セキュリティ担当                    千葉事業部千葉支店長兼務 
 
取締役                 藤本 秀雄      
ネットワーク事業推進本部長 
相互接続推進担当 
資材調達担当 
東北復興推進担当 
電気通信事業法施行規則に定める 
設備部門の長 
電気通信事業法施行規則に定める 
情報管理責任者 
 
取締役                 浅野 健志      
東京事業部長 
 
取締役                 田辺  博      
ネットワーク事業推進本部 
サービス運営部長 
ネットワーク事業推進本部 
エンジニアリング部長兼務 
 
取締役                 原田 清志 
神奈川事業部長 
神奈川事業部神奈川支店長兼務 
 

以  上 

 

 



 
 

平成２７年５月１５日 

 

 

平成２６年度（第１６期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２６度（第１６期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 

 
 
 

【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

佐々木 ・ 山下 

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１.当期の事業の概況 

 

 

当事業年度における世界経済は、米国が引き続き堅調に推移したものの、欧州や新興国

などでは一部に弱さもみられ、全体として緩やかな回復となりました。わが国経済は、消

費税増税に伴い、個人消費など一部に弱さがみられましたが、全体としては底堅く推移し

ています。  

情報通信は、ＩＣＴが高度に利活用されるユビキタスネットワーク社会の形成に向け、

社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上、地方創生等に大きく貢献するこ

とが期待されており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところです。また、情

報通信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートフォンやタブレット端

末及びソーシャルメディア等の普及により、ニーズの高度化・多様化が更に進み、プラッ

トフォーム型サービスやクラウドサービスが拡大するなど、市場の構造変化が進展してい

ます。地域通信市場においては、光アクセスやＣＡＴＶを利用したブロードバンドサービ

スのキャリア間競争に加え、モバイルの高速化によるサービス間競争が進み、固定と移動、

通信と放送、更には、多様な無線端末の活用によるサービスの融合が進展するなど、大き

く変化してきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のなか、良質かつ安定的なユニバーサ

ルサービスの提供・維持に努めるとともに、ネットワークの光化・ＩＰ化への円滑なマイ

グレーションの推進、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実など、情

報通信市場における信頼性・公共性の確保に努めてまいりました。 

また、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも何にでも”つながるブ

ロードバンド・ユビキタスネットワーク環境の充実を図るとともに、お客様の利用形態に

合わせた多様かつ低廉なサービスの提供に努めてまいりました。 

 

 

＜１＞ 光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

光・ＩＰ系サービスの推進については、より快適で安心・安全なＮＧＮの提供を進め、

光アクセスラインを利用した光ＩＰ電話や映像サービス、並びに様々なプレイヤーとのア

ライアンスによる新たなサービスの創造・展開により、新しいライフスタイルの創造を図

ることで光サービスの利用拡大に取り組むとともに、Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充

等ブロードバンド・ユビキタスネットワーク環境の実現に取り組みました。 

「フレッツ光」については、暮らしやビジネスを支えるサービスとして、サービスライ

ンナップの拡充及びお得な料金サービスの充実等により普及拡大を図ってきた結果、平成

26 年 6 月に、契約数 800 万回線を突破しました。また、多種多様な業種・業態のプレイヤ

ーとの新たな価値創造によるＩＣＴ市場全体の活性化を通じた日本の社会的課題の解決

及び産業競争力強化への貢献を目的とし、平成 27 年 2 月に「フレッツ光」等を様々なサ

ービス提供事業者に卸提供する「光コラボレーションモデル」を提供開始しました。 

「光ＩＰ電話」については、テレビ電話を活用し、要介護者とホームヘルパーのコミュ

ニケーションをサポートする介護福祉向け「みまもりテレビ電話パック」の提供開始等、

映像コミュニケーションを活用したサービス拡充に取り組んだほか、法人向け光ＩＰ電話

サービスにおいては、お客様の本社及び出先拠点における拠点間通話コストの低減等の実
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現に向け「ひかり電話オフィスＡ（エース）」の普及拡大に取り組みました。 

アライアンスによる新たなサービス展開については、株式会社オプティム様との協業に

よる「ソフト使い放題 ｏｎ フレッツ」の提供開始をはじめ、様々な分野においてＩＣＴ

サービスを活用したアライアンスビジネスの展開に取り組んだほか、「光ＢＯＸ＋」におい

て様々なプレイヤーとの協業による多彩なサービスを展開するとともに、ホーム画面のリ

ニューアルによる操作性向上及び活用促進に取り組みました。また、「スマート光ハート

ビートプロジェクト」では、イベントを通じ新しいコミュニケーションの創造に取り組ん

だほか、株式会社ＴＢＳテレビ様と共同開催した日本初となる通信会社とテレビ局とのコ

ラボレーション形式でのハッカソンでは、インターネットとテレビによる新たなサービス

の創造に取り組みました。 

Ｗｉ－Ｆｉサービスについては、エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社が提供

する店舗向けＷｉ－Ｆｉサービス「ＤｏＳＰＯＴ」において、エヌ・ティ・ティ・ブロー

ドバンドプラットフォーム株式会社が提供する訪日外国人向けフリーＷｉ－Ｆｉアプリ

「Ｊａｐａｎ Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ－ｆｒｅｅ  Ｗｉ－Ｆｉ」への対応によるシームレス

な接続を開始するなど、観光客の利便性向上を図ったほか、各自治体との連携によるＷｉ

－Ｆｉ環境の整備促進等、Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充に取り組みました。 

その他、お客様サポート等については、お客様が安心してＷｅｂアクセスしていただけ

るよう、Ｗｅｂフィルタリングサービス「セキュリティ機能まるごとＷｅｂフィルター」

を提供開始しました。また、会員制プログラム「ＣＬＵＢ ＮＴＴ－Ｗｅｓｔ」における

長期ご利用者様向け特典の充実等、お客様サービスの向上に取り組みました。 

 

 

＜２＞ ソリューションビジネスの取り組み 

ソリューションビジネスについては、データセンタやプラットフォームのメニューを中

心とした「Ｂｉｚひかりクラウド」を展開するとともに、自治体や企業の経営課題を解決

へと導く様々なソリューションサービスを提供しました。 

クラウドサービスの拡充については、タブレットから 4Ｋテレビまで幅広いデバイスを

ディスプレイとしてご利用いただけるクラウド型のデジタルサイネージサービス「ひかり

サイネージ」を「Ｂｉｚひかりクラウド」の新たなサービスラインナップとして追加しま

した。 

自治体と連携した取り組みについては、ＩＣＴを活用した地域社会の活性化及び住民サ

ービスの向上を目的に、平成 26 年 2 月から京都府和束町様と連携し、テレビを通じた行

政情報配信システムのフィールドトライアルでの有効性の検証を経て、新たな自治体向け

サービスとして、「光ＢＯＸ＋」を活用したテレビ向け自治体情報配信システム「ひかりタ

ウンチャンネル」を販売開始しました。 

その他、中堅・中小企業向けＩＣＴサポートについては、近年ますます高度化・複雑化

するオフィスＩＣＴ環境に対し、お客様のＩＣＴサポートニーズにきめ細やかに対応する

ＩＣＴサポートサービス「オフィス安心パック」を提供開始したほか、オフィス内のＷｉ

－Ｆｉ環境の導入から運用までトータルでサポートする、企業内Ｗｉ－Ｆｉサービス「ス

マート光 ビジネスＷｉ－Ｆｉ」を提供開始するなど、サポートサービスの充実に取り組

みました。 
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＜３＞ 事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、ビジネス営業本部におけるトータルでのリソースマネジメン

ト及び一元的な販売支援体制を図るため、平成 26 年 7 月にビジネスパートナー営業部の

特約店対応機能をビジネス営業本部オフィス営業部に機能統合するとともに、組織名を

「スマートビジネス推進部」に改めました。また、グループ運営において、中堅・中小ビ

ジネス市場への営業強化を目的とし、「ＮＴＴ西日本ビジネスフロント株式会社」をグル

ープ会社として新たに設立し、平成 26 年 7 月から営業を開始しました。そのほか、イン

ターネットの利用拡大に伴うインターネットからのお問い合わせ・お申し込みの増加に対

し、当社会員サイトからの各種サービスお申し込み・変更の手続き等の簡易化を図ること

で利便性を高めるとともに、フレッツ光等の受付窓口（0120-116116 等）については、平

成 26 年 11 月から受付終了時間を午後 9時から午後 5時に変更しました。 

設備の維持については、南海トラフ巨大地震を想定した演習の実施等、災害対策体制の

強化に向け取り組んだほか、サービス品質維持向上及びＩＰサービスの運用強化に向けた

実践的演習を実施しました。また、設備事故の未然防止について、引込線垂下りによる第

三者事故撲滅に向けた計画的な設備点検を実施するとともに、現場作業における人身事故

防止について、安全推進強化期間の設定による安全施策の展開等に取り組みました。 

その他、黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、端末機器の利

活用及び資材調達業務の効率化による物品費の低減をはじめ、無派遣工事の更なる拡大及

び配管レスキューによるＢＯ（バックオーダー）の削減等、光サービス工事の更なる効率

化に取り組みました。また、故障修理についても、ＤＩＹ（お客様自身による機器交換）

の拡大等、保守運用業務の効率化に取り組みました。 

 

 

＜４＞ ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

ＣＳＲの推進については、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信

頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊

かな社会の実現に貢献していくことを謳った「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6

月制定）を基本に、「コンプライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じ

た価値創造」の 3 つをＣＳＲ活動の柱に掲げるとともに、「視える化」指標を策定し、社

員一人ひとりが法令等の遵守、安心・安全な通信サービスの提供、環境負荷低減などのＣ

ＳＲ活動に取り組みました。 

「コンプライアンスの徹底」については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがすリス

クの高い 5項目、「業務上の不正行為の根絶」「お客様情報の管理徹底」「飲酒運転の根絶」

「パワハラの根絶」「人権の尊重」を重点的に取り組むとともに、企業風土ＫＡＩＺＥＮ

月間の設定による全職場での「風とおしの良い職場づくり」に向けた施策の展開等、より

一層の社員意識啓発に取り組みました。 

環境経営については、平成 24 年 6 月に制定した「グリーンＮＴＴ西日本戦略」に基づ

き、「環境グランドデザインの達成」に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物

削減に取り組むとともに、「環境・エネルギー事業の展開」において、株式会社ＮＴＴス

マイルエナジーが自ら発電主体となり、太陽光発電システムの稼働率向上を促進したほか、

「生物多様性保全活動の推進」を目的とした「ＮＴＴ西日本 みどりいっぱいプロジェク

ト」では、植樹活動を中心とした地域に密着した活動など、環境負荷低減に貢献しました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、
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グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「Ｎ

ＴＴ西日本グループＣＳＲ報告書 2014」及び「ＮＴＴ西日本グループ環境報告書 2014」

を公開し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

 

＜５＞ 営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 5,742 億円（前期比 1.0%減）、営業利益は 356

億円（前期比 117.8％増）、経常利益は 288 億円（前期比 10.7％増）、当期純利益は 139 億

円（前期比 25.6％減）となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ４４６，００３ ４０７，８０５ △ ３８，１９８

　　　　空中線設備 ６，２１２ ６，０６１ △ １５１

　　　　端末設備 １８，１９４ １７，７８６ △ ４０８

　　　　市内線路設備 ９５６，３８４ ９８１，８３４ ２５，４５０

　　　　市外線路設備 ２，４３２ ２，２０１ △ ２３０

　　　　土木設備 ５５１，３５７ ５４１，６１７ △ ９，７３９

　　　　海底線設備 ３，０６７ ４，０９４ １，０２６

　　　　建物 ３６３，２９２ ３４４，１６５ △ １９，１２７

　　　　構築物 １３，９６６ １３，７５１ △ ２１５

　　　　機械及び装置 １，３９５ １，２９４ △ １００

　　　　車両及び船舶 ２６３ ２８３ １９

　　　　工具、器具及び備品 ３４，０２０ ３１，０１４ △ ３，００５

　　　　土地 １７４，４３９ １７３，３０８ △ １，１３１

　　　　リース資産 ２６１ １６５ △ ９５

　　　　建設仮勘定 １７，４９８ ２５，７８０ ８，２８１

　　　　有形固定資産合計 ２，５８８，７９１ ２，５５１，１６５ △ ３７，６２６

　　　無形固定資産 ７４，２４４ ６８，９５０ △ ５，２９３

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６６３，０３６ ２，６２０，１１６ △ ４２，９１９

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ４，５７６ ５，２０４ ６２８

　　　関係会社株式 ３９，３７３ ３９，３７３ －

　　　出資金 ５３２ ４４７ △ ８５

　　　長期前払費用 ３，４７１ ３，５３７ ６６

　　　前払年金費用 １２，６７３ ２，６０５ △ １０，０６７

　　　繰延税金資産 ９３，６６４ ９１，７５０ △ １，９１３

　　　その他の投資及びその他の資産 ７，２７１ ６，９４４ △ ３２７

　　　貸倒引当金 △ ５５１ △ ６５２ △ １０１

　　　投資その他の資産合計 １６１，０１２ １４９，２１１ △ １１，８０１

　　固定資産合計 ２，８２４，０４８ ２，７６９，３２７ △ ５４，７２１

　流動資産

　　現金及び預金 ３３，２７３ ２６，５３３ △ ６，７４０

　　受取手形 ４４３ ６ △ ４３６

　　売掛金 ２０１，６０６ １９８，７２９ △ ２，８７６

　　未収入金 ９６，２７８ ９７，７３８ １，４５９

　　有価証券 １６ ６ △ １０

　　貯蔵品 ３５，２３４ ３３，５８０ △ １，６５４

　　前渡金 ２，３１５ ４，７５０ ２，４３４

　　前払費用 ６，３４２ ６，３４５ ３

　　繰延税金資産 ３，３１３ ３，０２４ △ ２８９

　　預け金 ５５，０００ ６４，００２ ９，００１

　　その他の流動資産 ７，６９１ ９，２１０ １，５１８

　　貸倒引当金 △ ５１８ △ ５９７ △ ７９

　　流動資産合計 ４４０，９９８ ４４３，３２９ ２，３３０

　資産合計 ３，２６５，０４７ ３，２１２，６５６ △ ５２，３９０

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 15 期 第 16 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ８８４，４２７ ７７８，８２７ △ １０５，６００

　　リース債務 ６９１ ６９３ ２

　　退職給付引当金 ２２８，３３７ ２２９，９５２ １，６１５

　　ポイントサービス引当金 ７，１７８ ７，５７１ ３９３

　　未使用テレホンカード引当金 １０，４８０ ９，１６０ △ １，３２０

　　環境対策引当金 ５，７２１ １０，７９４ ５，０７２

　　資産除去債務 ３４２ ３４５ ３

　　その他の固定負債 ６，７３４ ５，６９８ △ １，０３５

　　固定負債合計 １，１４３，９１３ １，０４３，０４５ △ １００，８６８

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １５７，３７０ １７５，６００ １８，２３０

　　買掛金 ６１，８８３ ７４，０６３ １２，１７９

　　短期借入金 ７２，０００ ７５，０００ ３，０００

　　リース債務 ４７１ １９９ △ ２７２

　　未払金 １８０，８５３ １７９，２４３ △ １，６０９

　　未払費用 １４，１８８ １３，８１３ △ ３７４

　　未払法人税等 １，１３３ １，０８２ △ ５０

　　前受金 ３，１１０ ４，０２１ ９１０

　　預り金 １２１，３０２ １４１，１０５ １９，８０２

　　前受収益 １２３ ５７ △ ６６

　　環境対策引当金 ２，３７０ ３，３５６ ９８６

　　資産除去債務 ４ － △ ４

　　その他の流動負債 ４，５７９ ３，３４２ △ １，２３７

　　流動負債合計 ６１９，３９１ ６７０，８８５ ５１，４９３

　負債合計 １，７６３，３０５ １，７１３，９３０ △ ４９，３７４

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 １９，２７２ １５，９３４ △ ３，３３８

　　　利益剰余金合計 １９，２７２ １５，９３４ △ ３，３３８

　　株主資本合計 １，５０１，３２６ １，４９７，９８８ △ ３，３３８

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４１５ ７３８ ３２２

　　評価・換算差額等合計 ４１５ ７３８ ３２２

　純資産合計 １，５０１，７４２ １，４９８，７２６ △ ３，０１５

負債・純資産合計 ３，２６５，０４７ ３，２１２，６５６ △ ５２，３９０

科 目
（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

第 15 期 第 16 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，４２５，６６６ １，４１５，３２１ △ １０，３４５

　営業費用

　　営業費 ３９４，０９４ ３７７，６５６ △ １６，４３８

　　運用費 １１，９７９ １１，１１９ △ ８５９

　　施設保全費 ３６１，９５２ ３５６，３７４ △ ５，５７７

　　共通費 ６０，６４４ ６３，２３１ ２，５８７

　　管理費 ８２，８１４ ７８，５８２ △ ４，２３１

　　試験研究費 ４４，９８２ ４１，６４２ △ ３，３３９

　　減価償却費 ３２６，３９１ ３２４，１４４ △ ２，２４７

　　固定資産除却費 ４５，９５４ ４８，４７０ ２，５１６

　　通信設備使用料 ２９，７８８ ２５，６８６ △ ４，１０２

　　租税公課 ６４，８２２ ６５，９３７ １，１１５

　　営業費用合計 １，４２３，４２４ １，３９２，８４７ △ ３０，５７７

　電気通信事業営業利益 ２，２４１ ２２，４７３ ２０，２３２

附帯事業営業損益

　営業収益 １６３，９３４ １５８，８９２ △ ５，０４１

　営業費用 １４９，７９５ １４５，６９２ △ ４，１０３

　附帯事業営業利益 １４，１３８ １３，２００ △ ９３７

営業利益 １６，３７９ ３５，６７４ １９，２９４

営業外収益

　受取利息 １３ ５ △ ７

　有価証券利息 ４ ０ △ ３

　受取配当金 １，９０２ １，３５５ △ ５４６

　物件貸付料 ３５，９０７ － △ ３５，９０７

　固定資産売却益 １，４５６ ２，５３１ １，０７４

　雑収入 ２，３９７ ２，１２３ △ ２７４

　営業外収益合計 ４１，６８０ ６，０１５ △ ３５，６６４

営業外費用

　支払利息 １３，２１２ １１，４６１ △ １，７５０

　物件貸付費用 １６，７５５ － △ １６，７５５

　雑支出 ２，０３０ １，３９０ △ ６４０

　営業外費用合計 ３１，９９８ １２，８５１ △ １９，１４６

経常利益 ２６，０６１ ２８，８３８ ２，７７６

特別損失

　環境対策引当金繰入額 ６，０８７ ７，９７２ １，８８５

　特別損失合計 ６，０８７ ７，９７２ １，８８５

税引前当期純利益 １９，９７３ ２０，８６５ ８９１

法人税、住民税及び事業税 ３，７３５ ５，４５７ １，７２１

法人税等調整額 △ ２，４６９ １，４８６ ３，９５５

当期純利益 １８，７０７ １３，９２１ △ ４，７８６

*第15期において営業外収益、営業外費用に表示していた「物件貸付料」、「物件貸付費用」について、第16期では電気通信事業営業損益「営業収益」、「営業費用」に

 含めて表示しております。なお、電気通信事業営業損益「営業収益」、「営業費用」に含まれている「物件貸付料」、「物件貸付費用」の当事業年度の金額はそれぞれ

 ３５，０１１百万円、１７，５０１百万円であります。

 ３．比較損益計算書 

平成26年４月１日から平成25年４月１日から
平成27年３月31日まで

第 15 期 第 16 期

増 減 （ △ ）
平成26年３月31日まで

* 

* 
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前事業年度  （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 28,645 28,645 1,510,699 169 169 1,510,868

当期変動額          

剰余金の配当    △ 28,080 △ 28,080 △ 28,080   △ 28,080

当期純利益    18,707 18,707 18,707   18,707

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      245 245 245

当期変動額合計 － － － △ 9,372 △ 9,372 △ 9,372 245 245 △ 9,126

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 19,272 19,272 1,501,326 415 415 1,501,742

当事業年度  （自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 19,272 19,272 1,501,326 415 415 1,501,742

会計方針の変更による
累積的影響額

   1,740 1,740 1,740   1,740

312,000 1,170,054 1,170,054 21,013 21,013 1,503,067 415 415 1,503,482

当期変動額          

剰余金の配当    △ 19,000 △ 19,000 △ 19,000   △ 19,000

当期純利益    13,921 13,921 13,921   13,921

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      322 322 322

当期変動額合計 － － － △ 5,079 △ 5,079 △ 5,079 322 322 △ 4,756

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 15,934 15,934 1,497,988 738 738 1,498,726

会計方針の変更を反映した
当期首残高

 ４．株主資本等変動計算書 

純資産
合計

資本金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算差額等

資本
準備金

株主資本

利益剰余金

資本
剰余金
合計 繰越利益

剰余金

評価・換算差額等株主資本

資本剰余金

株主資本
合計

資本金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

その他
有価証券

評価
差額金

純資産
合計
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ５２３，３００ ４７２，５７２ △ ５０，７２７ △ ９．７

（再）基本料 ３７９，６０７ ３４７，７５９ △ ３１，８４７ △ ８．４

（再）通話料 ３８，８９０ ３３，１９４ △ ５，６９５ △ １４．６

（再）相互接続通話料 ７０，４４１ ６１，３３３ △ ９，１０８ △ １２．９

　ＩＰ系収入 ６７１，６１４ ６８６，１９４ １４，５８０ ２．２

　専用収入（ＩＰ系除く） １０４，３６１ １０３，０３５ △ １，３２６ △ １．３

　電報収入 １７，１２１ １５，４５５ △ １，６６５ △ ９．７

　その他の電気通信事業収入 １０９，２６９ １３８，０６２ ２８，７９３ ２６．４

電気通信事業営業収益合計 １，４２５，６６６ １，４１５，３２１ △ １０，３４５ △ ０．７

附帯事業営業収益合計 １６３，９３４ １５８，８９２ △ ５，０４１ △ ３．１

営業収益合計 １，５８９，６００ １，５７４，２１３ △ １５，３８６ △ １．０

 ５．営業実績 

第15期

平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで 平成27年３月31日まで

科 目

第16期
増　減　額

（△）平成26年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １９，９７３ ２０，８６５ ８９１

　減価償却費 ３３５，８６７ ３２７，６４８ △ ８，２１９

　固定資産除却損 ２０，７７６ ２０，０９１ △ ６８４

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ７，０６７ １，６１５ △ ５，４５２

　売上債権の増加（△）又は減少額 ２３，０２２ １，８５９ △ ２１，１６２

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ５，０９７ △ １，７２２ △ ６，８１９

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ２１，８４２ △ ５，２７１ １６，５７０

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ １，８３２ ９，０９８ １０，９３１

　その他 ２３，６７８ ４３，０１０ １９，３３１

　小計 ４１１，８０８ ４１７，１９４ ５，３８５

　利息及び配当金の受取額 １，９１９ １，３６２ △ ５５７

　利息の支払額 △ １３，７３３ △ １１，５４９ ２，１８３

　法人税等の受取又は支払（△）額 ２３１ △ ３，７４５ △ ３，９７７

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４００，２２６ ４０３，２６０ ３，０３３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３４２，９９４ △ ３０３，０１５ ３９，９７９

　固定資産の売却による収入 ３，９０９ ５，４８３ １，５７３

　投資有価証券等の取得による支出 △ １６７ △ １９８ △ ３１

　投資有価証券等の売却による収入 １６ ２１ ５

　その他 △ ８，３４６ ３３５ ８，６８２

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３４７，５８２ △ ２９７，３７２ ５０，２１０

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ９０，０００ ７０，０００ △ ２０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １８２，０５７ △ １５７，３７０ ２４，６８７

　短期借入による増減（△）額 ７１，９９４ ２，９９０ △ ６９，００４

　リース債務の返済による支出 △ １，６９３ △ ４９３ １，２００

　配当金の支払額 △ ２８，０８０ △ １９，０００ ９，０７９

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４９，８３６ △ １０３，８７３ △ ５４，０３７

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ２，８０８ ２，０１５ △ ７９３

現金及び現金同等物の期首残高 ８５，７１１ ８８，５２０ ２，８０８

現金及び現金同等物の期末残高 ８８，５２０ ９０，５３５ ２，０１５

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成25年４月１日から 平成26年４月１日から
平成26年３月31日まで 平成27年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 15 期 第 16 期

-10-
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7. 役 員 の 異 動 

  

平成２７年６月１９日予定 

 

（１）新任取締役候補 

    上 間 功 也   （日本電信電話㈱ 研究企画部門 担当部長） 

    池 田  康    （日本電信電話㈱ 総務部門 担当部長） 

    上 原 一 郎   （人事部 担当部長（㈱ＮＴＴネオメイト）） 

    岸 本 照 之   （人事部 担当部長（㈱ＮＴＴフィールドテクノ）） 

 

（２）新任監査役候補 

    伊 佐 治 正 隆   （ＮＴＴファイナンス㈱ 代表取締役常務） 

    池 川 博 士   （ＮＴＴ都市開発㈱ 常勤監査役） 

 

（３）退任予定取締役 

    代表取締役副社長  小 椋 敏 勝 （ＮＴＴビジネスアソシエ㈱入社予定） 

    常務取締役     酒 井 紀 雄 （ＮＴＴコムウェア㈱入社予定） 

常務取締役     木 村 丈 治 （ＮＴＴアドバンステクノロジ㈱入社予定） 

    取締役       玉 村 知 史 （ＮＤＳ㈱入社予定） 

 

（４）退任監査役 

    常勤監査役     佐 々 木 崇 

    常勤監査役     浅 岡  徹 

 

（５）代表取締役及び役付取締役予定者 

 

代表取締役常務取締役予定者 

取締役      太 田 真 治 

 

常務取締役予定者 

       取締役      黒 田 吉 広  

 

 

（注） 

  ・新任監査役候補の池川 博士氏は社外監査役候補者です。 

  ・退任予定取締役の木村 丈治氏は６月１５日をもって辞任する予定です。 
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（６）役員の人事の予定について 

                                 委嘱日 平成２７年６月１９日 

 

（新役職名及び委嘱・担当業務）    （氏   名）    （現役職名及び委嘱・担当業務）       

 

   代表取締役副社長          熊 本  敏 彦    代表取締役副社長 

   設備本部長                         設備本部長 

   経営企画部担当    

   財務部担当 

   人事部担当 

   総務部担当 

   コンプライアンス・ＣＳＲ担当 

 

代表取締役常務取締役         太 田  真 治    取締役 

   営業本部長                         関西事業本部長 

   ビジネスデザイン部長兼務                  大阪支店長兼務 

ビジネス営業本部担当                     

経営企画部光コラボレーションＰＴ担当             

  

    常務取締役             黒 田  吉 広    取締役 

   設備本部                          設備本部 

ネットワーク部長                      ネットワーク部長 

技術革新部担当                       技術革新部長兼務 

                       

   取締役                伊 藤  正 三    取締役 

   経営企画部長                        人事部長 

   情報セキュリティ推進部担当 

         

取締役                北 村 美 樹 浩    取締役 

   関西事業本部長                       営業本部 

大阪支店長兼務                        マーケティング部長 

経営企画部光コラボレーションＰＴ担当 

 

   取締役               上 間  功 也 

   技術革新部長 

 

   取締役               池 田   康 

   人事部長 

 

   取締役               上 原  一 郎 

   九州事業本部長 

   福岡支店長兼務 

 

   取締役                岸 本  照 之   
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                                 委嘱日 平成２７年７月 １日 

 

（新役職名及び委嘱・担当業務）    （氏   名）    （現役職名及び委嘱・担当業務）   

 

代表取締役常務取締役         太 田  真 治    代表取締役常務取締役 

   アライアンス営業本部長                   営業本部長                

   アライアンス営業本部                    ビジネスデザイン部長兼務         

    ビジネスデザイン部長兼務                 ビジネス営業本部担当 

マーケティング部担当                    経営企画部光コラボレーションＰＴ担当  

    

   取締役                伊 藤  正 三    取締役 

   経営企画部長                        経営企画部長 

   財務部長兼務                        情報セキュリティ推進部担当        

情報セキュリティ推進部担当 

    

   取締役               太 田  修 司    取締役      

   アライアンス営業本部                    営業本部 

    光コラボレーション営業部長                 ビジネスパートナー営業部長 

 

 

以  上 
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（参 考） 

西日本電信電話株式会社役員一覧 

                              

 平成２７年７月１日予定 

 

（新役職名及び委嘱・担当業務）   （氏   名）    （委嘱・担当業務）              

 

   代表取締役社長          村 尾  和 俊 

 

代表取締役副社長         熊 本  敏 彦    設備本部長                 

                                経営企画部担当    

                                財務部担当 

                                人事部担当 

                                総務部担当 

                                コンプライアンス・ＣＳＲ担当 

 

代表取締役常務取締役        太 田  真 治    アライアンス営業本部長           

                                アライアンス営業本部 

                                 ビジネスデザイン部長兼務 

ビジネス営業本部担当            

                                マーケティング部担当 

             

    常務取締役            黒 田  吉 広    設備本部 

                              ネットワーク部長 

技術革新部担当 

 

   取締役              東 田 盛 正 治    東海事業本部長 

                              名古屋支店長兼務 

 

取締役              古 堅  一 成    ビジネス営業本部長  

 

   取締役               伊 藤  正 三    経営企画部長 

                                財務部長兼務 

情報セキュリティ推進部担当 

         

   取締役              太 田  修 司    アライアンス営業本部 

                                 光コラボレーション営業部長 

    

取締役              遠 竹    泰    設備本部 

                              サービスマネジメント部長 

 

取締役              北 村 美 樹 浩    関西事業本部長 

大阪支店長兼務  
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   取締役              上 間  功 也    技術革新部長 

 

   取締役              池 田   康     人事部長 

 

   取締役              上 原  一 郎    九州事業本部長 

                                福岡支店長兼務 

 

   取締役               岸 本  照 之    （㈱ＮＴＴフィールドテクノ代表取締役社長） 

 

   取締役              島 田   明     （日本電信電話㈱ 常務取締役 総務部門長） 

                                       

   監査役              大 賀  公 子 

 

   監査役              伊佐治  正 隆 

 

   監査役              池 川  博 士 

 

 

以  上 

 



2015 年 5 月 15 日 
 
 
 
 

2014 年度(第 16 期)決算について 
 

 

NTT コミュニケーションズの 2014 年度(第 16 期)決算について、別添の 

とおりお知らせいたします。 

 

 

（別添） 

Ⅰ．業績の概況 

Ⅱ．比較貸借対照表 

Ⅲ．比較損益計算書 

Ⅳ．株主資本等変動計算書 

Ⅴ．営業収益内訳 

Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

Ⅶ．NTT コミュニケーションズグループ決算概況 

Ⅷ．役員の異動 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 
 

財務部 

会計税務部門 

岡崎、内山 

Tel：03-6700-4311 

E-mail：info-af@ntt.com 
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 I. 業 績 の 概 況  
 
 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

世界の経済は、一部新興国での景気の減速が見られるものの、米国をけん引役に緩やか

な回復基調にあります。一方で日本経済は、労働力不足や円安の進行などが進み、マクロ

環境への評価も分かれ、回復の兆しも見られますが、引き続き先行き不透明な状況です。 

このような経済情勢のもと、世界の多くの企業が、競争力のさらなる強化を図るととも

に、新市場への参入や新たな成長分野への投資など、積極的な経営を進めつつあり、その

ような経営を支える柔軟かつ強固な ICT 基盤が求められています。 

 

（2）経営概況 

当社は、このような経営環境の激しい変化を踏まえ、2011 年に新たな事業ビジョン「ビ

ジョン 2015」を策定し、2015 年度に連結収益 1.5 兆円以上、グローバル売上高 2倍以上(2010

年度比)を目標指標としてグループトータルでの成長を目指すこととしました。2014 年度は、

「ビジョン 2015」達成に向けた事業構造の転換と成長を加速し、アジアの No.1 からグロー

バルでの ICT リーダーを目指す年と位置付け、お客さまのオンプレミスシステムのクラウ

ド化を契機に ICT 環境を最適化しお客さまの経営改革に貢献するという「グローバルクラ

ウドビジョン」のもと、サービス・セールス・オペレーション・マネジメントの４つの観

点でグローバルシームレス化を推進してきました。 

 

まず、サービスにおいては、通信事業者ならではの強みを有するクラウド/コロケーショ

ン/ネットワーク/アプリケーション/セキュリティ/マネージド ICT などの各種サービスを

最適に組み合わせた「シームレス ICT ソリューション」提供のため、グローバルシームレ

スなサービスの展開、機能拡充を図りました。各事業分野別の主な取り組みは以下のとお

りです。 

 

<各事業分野別の取り組み> 

 ○クラウド基盤： 

法人向けクラウドサービス「Biz ホスティング Enterprise Cloud」では、当社データ

センターのコロケーションエリアと、SDN 技術を活用して同一のネットワークセグメン

トで接続できる機能を 2014 年 4 月より、また本クラウドと接続される VPN/インターネ

ット回線やクラウド基盤内ネットワークの設定をお客さま自身がカスタマーポータルか

ら設定・変更できる機能や、IBM i(AS/400)にて稼動する基幹システムのクラウド化を容

易に実現する「Power オプション」を 2014 年 10 月より開始するなど、クラウド化が進

むお客さまの ICT 環境に更にスムーズに対応する各種機能を拡充しました。また日本で

サービス基盤を 1 拠点新たに加え、世界 9 カ国/地域・12 拠点へ提供エリアを拡大しま

した。パブリッククラウドサービス「Biz ホスティング Cloudn」では、ファイル単位で

リストア可能なバックアップサービスを 2015 年 2 月より提供開始するなど、各種機能の

追加を実施しました。 

データセンターサービスでは、「Nexcenter」ブランドのもと、2014 年 4 月に「マレー

シア サイバージャヤ 4 データセンター」を、11 月に「上海プードンデータセンター」

の提供を開始しました。加えて、2015 年 3 月にドイツ最大のデータセンター事業者

e-shelter 社の株式取得について契約締結を行うなど、国内外のデータセンターを大幅

に拡充しました。 

 

 ○データネットワーク： 

法人向けモバイルサービス「Arcstar Universal One モバイル」の提供範囲をグロー
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バルに拡大するなど、IoT（Internet of Things）・M2M（Machine-to-Machine）通信に最

適なサービス強化を実施し、2014 年 4 月より提供開始しました。また、196 カ国/地域で

提供中の企業向けネットワークサービス「Arcstar Universal One」においては、NFV 技

術を活用したクラウド型のネットワーク機能「Arcstar Universal One アドバンスドオ

プション」及び、既存のネットワーク環境や使用する端末に係らず、お客さまが仮想ネ

ットワークを簡単・迅速に構築できる機能「Arcstar Universal One Virtual」を、2014

年 5 月から提供開始するなど、先進的な機能を複数開始しました。 

個人向けのモバイルデータ通信サービス「OCN モバイル ONE」は、音声通話も可能な

「音声対応 SIM カード」を 2014 年 12 月から提供開始するなど、新たな機能追加や料金

改定などで契約者数を大きく増加させました。 

また、NTT 東日本・NTT 西日本が提供する光回線サービス「フレッツ 光ネクスト」と

インターネット接続サービス「OCN」や「OCN モバイル ONE」を一括で、更にお得に利用

できる「OCN 光」を 2015 年 2 月より提供開始しました。 

 

 ○ボイスコミュニケーション： 

法人向けには、コンタクトセンターサービスをクラウド化し、季節やキャンペーンな

どに応じたオペレーター席数の増減や利用機能の変更に柔軟に対応できるクラウド型サ

ービス「Arcstar Contact Center」を 2014 年 5 月より提供開始、ビデオ、電話、Web な

どを介した会議系サービス「Arcstar Conferencing」を 2014 年 6 月より、国内に加え海

外で提供開始しました。またユニファイドコミュニケーションサービス「Arcstar UCaaS」

につき、提供中の「Arcstar UCaaS Cisco タイプ」に加え、「Microsoft Lync®」を活用

した Arcstar UCaaS Microsoft® タイプ」を、2014 年に買収した Arkadin International

社の海外基盤を利用してグローバルシームレスに提供することを2015年3月に発表しま

した。 

また「050 plus」などの IP 電話サービスと連携したスマートフォンアプリを簡単に

開発できるよう、開発者キット「050 VoIP SDK」を公開し、パートナーの募集を 2014 年

10 月 15 日より開始しました。 

 

 ○アプリケーション＆コンテンツ： 

法人向けのクラウド型仮想デスクトップサービス「Biz デスクトップ Pro 

Enterprise」の米国基盤での提供を 2014 年 4 月より、クラウドメールサービス「Biz メ

ール」のシンガポール基盤の構築と、先行する台湾以外の APAC 地域における販売を 2014

年 7 月より開始しました。また、複数のクラウドサービスで共通的に利用する社員の連

絡先情報などを一元的に共有・管理・更新できる「Data Federation」サービスの提供を

2014 年 7 月より、クラウドサービスを含む多様なアプリケーションを 1 つの ID で利用

できる「ID Federation」サービスのトライアル提供を 2015 年 1 月より開始しました。 

オンラインストレージサービス「マイポケット」においては、保存した写真の中から

「笑顔」「ウィンク」などの表情を指定して検索できる「表情検索」機能などを 2014 年

12 月に追加したほか、「マイポケット」と連携したサービス開発を促進するため、アプ

リケーションや Web サービスの開発者・企業向けに「マイポケットデベロッパープログ

ラム」を 2014 年 7 月より開始しました。 

 

 ○ソリューション： 

「WideAngle マネージドセキュリティサービス」において、セキュリティ運用基盤の

機能拡張を行い、標準型攻撃を含む、未知のセキュリティ脅威の検知率の大幅向上を2014

年 6 月に実現したほか、標的型攻撃やゼロデイ攻撃などに対する日本独自のセキュリテ

ィ対策サービス「Zero day Attack Protection」の提供開始を 2014 年 12 月に、未知の

マルウェアを検出する「WideAngle マネージドセキュリティサービス リアルタイムマル
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ウェア検知」の対応範囲をエンドポイント(PC やサーバーなど)にまで拡大する機能拡充

を 2015 年 3 月に発表しました。 

また、企業がグローバルに展開する、アプリケーション、クラウド、オンプレミス環

境、ネットワークを含む広範囲の ICT 環境の運用を、一元的かつグローバル均一のサー

ビス・品質・料金で提供するワンストップ ICT マネジメントサービス「Global Management 

One」を、2014 年 4 月より提供開始しました。 

さらに、当社サービスのお申込みから運用保守に至るまでのビジネスプロセスに関す

る情報の閲覧・操作やサービスの設定変更などを、利用企業の自社システムからダイレ

クトにコントロール可能な、複数サービスの API 仕様を揃えた「NTT コミュニケーショ

ンズ API ゲートウェイ」を 2014 年 12 月より提供開始しました。 

 

 

セールスにおいては、グローバルアカウントマネジメントシステム(GAMS)により、世界

各国の Global Account Manager（GAM）と National Account Manager（NAM）が連携して、

グローバルにビジネスを展開しているお客さま企業の課題解決に向け、グローバル一体の

取り組みを更に推進しました。また、NTT グループ各社とのクロスセルの活発化、国内外の

複数の事業者とのパートナー連携拡大、営業支援システム（SFA）を活用した活発なコミュ

ニケーションに基づく営業展開などにより、大型案件の受注実績を更に伸ばしてきました。 

お客さまの経営課題を解決するというプロアクティブな提案力拡充、またお客さま IT 部

門に加えて経営層や経営戦略部門、事業部門等とのリレーション構築や潜在ニーズの開拓

活動を強化するため｢ICT コンサルティング本部｣を 2014 年 8 月に新設しました。 

 

オペレーションにおいては、海外のネットワークサービスのオペレーションを 2014 年 10

月に Virtela 社に統合したほか、クラウドサービスのオペレーションを 2012 年に買収した

Netmagic 社に順次統合するなど、効率性と競争力を高めるオペレーション体制への移行を

進めました。また「Global Management One」のオペレ―ションプロセスに AI 機能を活用

するなど、先進技術による自動化やプロセス標準化、最新手法の採用などを進め、スピー

ドを含めたオペレーション品質の向上に取り組みました。 

 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、ICT システムでは、グロー

バル共通の ERP システムの導入を推進しました。人材においては、外国籍社員の採用増や

若手を含む海外トレーニー制度の継続などにより、グローバル人材の育成に取り組みまし

た。 

 

 

（3）経営成績 

NTT コミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、海外子会社の好調や

買収効果などにより、対前年比 330 億円増(+2.7%)の 12,634 億円と、2 期連続で増収となり

ました。また営業利益は対前年比 81 億円減 (▲6.3%)の 1,198 億円となりました。 

 

NTT コミュニケーションズ株式会社単体の営業収益については、クラウド基盤収入は対前

年比 120 億円増(+22.8%)の 649 億円、アプリケーション＆コンテンツ収入は対前年比 15 億

円増(+4.3%)の 384 億円と増収の事業分野がある一方で、データネットワーク収入は対前年

比 206 億円減(▲5.3%)の 3,708 億円、ボイスコミュニケーション収入は対前年比 265 億円

減(▲8.9%)の 2,699 億円、ソリューション収入は対前年比 8 億円減(▲0.5%)の 1,498 億円

となりました。以上の結果、営業収益全体としては、対前年比 340 億円減(▲3.6%)の 9,099

億円となりました。 

次に、営業費用については、ボイスコミュニケーション収入の減などに連動して通信設
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備使用料が対前年比で減少したこともあり、対前年比 137 億円減(▲1.7%)の 8,168 億円と

なりました。 

これにより、営業利益は対前年比 203 億円減(▲17.9%)の 931 億円に、当期純利益は対前

年比 116 億円減(▲13.1％)の 772 億円となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １３９，４７６ １３９，８１４ ３３７

　　　　空中線設備 １，６８２ １，５６５ △ １１７

　　　　端末設備 ７３６ ８９２ １５６

　　　　市内線路設備 ７４８ ７３０ △ １８

　　　　市外線路設備 ６，７７８ ６，０８９ △ ６８８

　　　　土木設備 ５３，１２２ ５２，００８ △ １，１１３

　　　　海底線設備 １６，０１８ １３，３５４ △ ２，６６３

　　　　建物 １７７，３２６ １８１，１１７ ３，７９０

　　　　構築物 ３，４６１ ３，２１６ △ ２４４

　　　　機械及び装置 １３１ １２０ △ １０

　　　　車両及び船舶 １３０ ８３ △ ４６

　　　　工具、器具及び備品 ３３，６０７ ３５，４６０ １，８５３

　　　　土地 ４０，９６１ ４５，２３１ ４，２６９

　　　　リース資産 ６，４７０ ８，１０２ １，６３２

　　　　建設仮勘定 ２４，２６５ ２９，４１５ ５，１５０

　　　　有形固定資産合計 ５０４，９１６ ５１７，２０３ １２，２８７

　　　無形固定資産 ８７，００２ ９２，１３０ ５，１２７

　　　電気通信事業固定資産合計 ５９１，９１８ ６０９，３３３ １７，４１５

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １６２，８５７ １９１，５６９ ２８，７１２

　　　関係会社株式 ２７７，６００ ２９０，１３９ １２，５３８

　　　その他の関係会社投資 ５００ １，０９２ ５９２

　　　出資金 １９１ １５０ △ ４０

　　　関係会社出資金 ２，２２６ ２，２２６ －

　　　関係会社長期貸付金 １，７２５ １，７２５ －

　　　長期前払費用 ２，６６１ ３，０３０ ３６８

　　　前払年金費用 ５，７９２ ６，０２９ ２３６

　　　海底線使用権 １１，８１１ １４，２３３ ２，４２２

　　　その他の投資及びその他の資産 １６，０８９ １５，３８９ △ ６９９

　　　貸倒引当金 △ ２１８ △ １９０ ２７

　　　投資その他の資産合計 ４８１，２３７ ５２５，３９５ ４４，１５８

　　固定資産合計 １，０７３，１５６ １，１３４，７２９ ６１，５７３

　流動資産

　　現金及び預金 １７，２１８ ８，２４４ △ ８，９７４

　　受取手形 ２６６ ２２ △ ２４４

　　売掛金 １６３，６４４ １７４，３４１ １０，６９６

　　未収入金 ４９，３６８ ４９，６８６ ３１７

　　リース投資資産 ４９ １４７ ９８

　　貯蔵品 １０，２０１ ９，１８５ △ １，０１６

　　前渡金 ２，２０４ １，５８７ △ ６１７

　　前払費用 ３，７３４ ５，６３９ １，９０５

　　繰延税金資産 ４，６６４ ３，４２３ △ １，２４１

　　短期貸付金 １７，８４０ １９，８６２ ２，０２２

　　預け金 － １４，４２５ １４，４２５

　　関係会社預け金 １９，５１３ １，５０６ △ １８，００７

　　その他の流動資産 ５，０７９ ７，３１４ ２，２３５

　　貸倒引当金 △ １，５８２ △ １，１５１ ４３０

　　流動資産合計 ２９２，２０４ ２９４，２３４ ２，０２９

　資産合計 １，３６５，３６１ １，４２８，９６３ ６３，６０２

（2014年３月31日） （2015年３月31日）

 Ⅱ．比較貸借対照表 

科 目
第 15 期 第 16 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １４６，７２０ ９３，３６０ △ ５３，３６０

　　リース債務 ８，５２５ ５，７５１ △ ２，７７４

　　繰延税金負債 ２，５４２ １０，００１ ７，４５９

　　退職給付引当金 ８６，８３３ ８５，５８１ △ １，２５１

　　ポイントサービス引当金 ３，０６３ ８５７ △ ２，２０６

　　未使用テレホンカード引当金 ４，６３７ ４，０５３ △ ５８４

　　資産除去債務 １，４６７ １，５５５ ８７

　　その他の固定負債 ６，１０７ ５，９９８ △ １０９

　　固定負債合計 ２５９，８９７ ２０７，１５９ △ ５２，７３８

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ３，３６０ ５３，３６０ ５０，０００

　　買掛金 ３７，２４６ ２９，０８５ △ ８，１６１

　　短期借入金 ８，７３６ １１，２５４ ２，５１８

　　リース債務 ３，８７５ ７，２４９ ３，３７３

　　未払金 １４９，３８７ １４９，５４２ １５５

　　未払費用 ４，８４２ ４，７９２ △ ４９

　　未払法人税等 ６，１９０ ３，３５８ △ ２，８３１

　　前受金 ３，２８９ ３，８１７ ５２８

　　預り金 ２，４１８ ２，１２９ △ ２８９

　　関係会社預り金 ２０，０３７ ２５，６２４ ５，５８６

　　前受収益 ７７ １６０ ８３

　　工事損失引当金 １，１８８ ７７０ △ ４１８

　　資産除去債務 － ４５ ４５

　　その他の流動負債 ４６５ ７２８ ２６２

　　流動負債合計 ２４１，１１６ ２９１，９２０ ５０，８０４

　負債合計 ５０１，０１４ ４９９，０７９ △ １，９３４

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　買換資産特別勘定積立金 ８，３４４ － △ ８，３４４

　　　　圧縮積立金 ４，１０２ ６，５１７ ２，４１４

　　　　繰越利益剰余金 ４３４，１１６ ４８１，６７２ ４７，５５６

　　　利益剰余金合計 ４４６，５６３ ４８８，１９０ ４１，６２６

　　株主資本合計 ７８９，９４２ ８３１，５６９ ４１，６２６

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ７４，４０４ ９８，３１４ ２３，９０９

　　評価・換算差額等合計 ７４，４０４ ９８，３１４ ２３，９０９

　純資産合計 ８６４，３４７ ９２９，８８４ ６５，５３６

負債・純資産合計 １，３６５，３６１ １，４２８，９６３ ６３，６０２

科 目
（2014年３月31日） （2015年３月31日）

第 15 期 第 16 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ７４２，６６９ ６９９，１５８ △ ４３，５１０

　営業費用

　　営業費 １７０，６９４ １６７，７３７ △ ２，９５６

　　施設保全費 ８０，９４５ ７８，３５２ △ ２，５９３

　　共通費 １０，７５０ １１，５４９ ７９９

　　管理費 ７２，１８０ ６９，１１１ △ ３，０６９

　　試験研究費 １３，２７１ １２，４９０ △ ７８０

　　減価償却費 ８８，８２２ ８９，１９０ ３６７

　　固定資産除却費 ４，６５２ ４，２３２ △ ４２０

　　通信設備使用料 １８４，２４２ １７４，０９２ △ １０，１４９

　　租税公課 １０，８１３ １０，４３７ △ ３７６

　　営業費用合計 ６３６，３７４ ６１７，１９４ △ １９，１８０

　電気通信事業営業利益 １０６，２９５ ８１，９６４ △ ２４，３３０

附帯事業営業損益

　営業収益 ２０１，３５９ ２１０，８０７ ９，４４７

　営業費用 １９４，１８８ １９９，６３６ ５，４４８

　附帯事業営業利益 ７，１７１ １１，１７０ ３，９９９

営業利益 １１３，４６６ ９３，１３５ △ ２０，３３０

営業外収益

　受取利息 ２８０ ２２１ △ ５８

　受取配当金 １０，２４４ １６，９７２ ６，７２８

　物件貸付料 １２，９８７ １１，９８９ △ ９９８

　雑収入 ３，９８８ ９９４ △ ２，９９３

　営業外収益合計 ２７，４９９ ３０，１７８ ２，６７８

営業外費用

　支払利息 １，５６９ １，５９１ ２２

　物件貸付費用 ５，７３１ ５，９３３ ２０２

　雑支出 １，０８１ ８９５ △ １８６

　営業外費用合計 ８，３８２ ８，４２０ ３８

経常利益 １３２，５８３ １１４，８９３ △ １７，６９０

特別利益

　固定資産売却益 １６，１６９ － △ １６，１６９

　特別利益合計 １６，１６９ － △ １６，１６９

特別損失

　関係会社株式評価損 ３，７７４ ７，８５３ ４，０７８

　相互接続精算損 １，１５２ － △ １，１５２

　その他 １，０９２ － △ １，０９２

　特別損失合計 ６，０１９ ７，８５３ １，８３３

税引前当期純利益 １４２，７３３ １０７，０４０ △ ３５，６９３

法人税、住民税及び事業税 ４６，１９９ ２７，６８７ △ １８，５１２

法人税等調整額 ７，５７４ ２，０５４ △ ５，５２０

当期純利益 ８８，９５９ ７７，２９９ △ １１，６６０

2013年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書 

第 15 期

2014年３月31日まで
2014年４月１日から

第 16 期

増 減 （ △ ）
2015年３月31日まで
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第15期  （自 2013年４月１日 至 2014年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 1,619 2,947 386,537 391,104 734,483 77,116 77,116 811,600

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      88,959 88,959 88,959   88,959

買換資産特別勘定積立金の積立    8,344  △ 8,344     －

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 1,619  1,619     －

圧縮積立金の積立     1,155 △ 1,155     －

圧縮積立金の取崩     △ 0 0     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △ 2,711 △ 2,711 △ 2,711

当期変動額合計 － － － 6,725 1,155 47,578 55,458 55,458 △ 2,711 △ 2,711 52,746

当期末残高 211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

第16期  （自 2014年４月１日 至 2015年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

会計方針の変更による
累積的影響額

     1,828 1,828 1,828   1,828

211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 435,944 448,391 791,771 74,404 74,404 866,175

当期変動額            

剰余金の配当      △ 37,500 △ 37,500 △ 37,500   △ 37,500

当期純利益      77,299 77,299 77,299   77,299

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 8,344  8,344     －

圧縮積立金の積立     2,433 △ 2,433     －

圧縮積立金の取崩 △ 19 19 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        23,909 23,909 23,909

当期変動額合計 － － － △ 8,344 2,414 45,727 39,798 39,798 23,909 23,909 63,708

当期末残高 211,763 131,615 131,615 － 6,517 481,672 488,190 831,569 98,314 98,314 929,884

利益剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

繰越利益
剰余金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計買換資産

特別勘定
積立金

株主資本
合計

会計方針の変更を反映した
当期首残高

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
圧縮積立金

買換資産
特別勘定
積立金
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ５２，９２２ ６４，９８６ １２，０６３ ２２．８

データネットワーク ３９１，５０５ ３７０，８３１ △ ２０，６７４ △ ５．３

ボイスコミュニケーション ２９６，４３８ ２６９，９１６ △ ２６，５２１ △ ８．９

アプリケーション＆コンテンツ ３６，９０６ ３８，４７６ １，５７０ ４．３

ソリューション １５０，６５１ １４９，８３２ △ ８１９ △ ０．５

その他 １５，６０４ １５，９２２ ３１８ ２．０

営業収益合計 ９４４，０２８ ９０９，９６６ △ ３４，０６２ △ ３．６

*第15期より、事業分野別の収益内訳を表示しております。科目別の収益内訳については、下表をご参照ください。

(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ２７２，１７９ ２４５，１３８ △ ２７，０４１ △ ９．９

　ＩＰ系収入 ３６７，０１５ ３５６，３３２ △ １０，６８３ △ ２．９

（再）ＯＣＮ収入 １５３，５８０ １５２，８８５ △ ６９４ △ ０．５

（再）ＶＰＮ系収入 １５９，０２４ １５１，５８４ △ ７，４３９ △ ４．７

　データ通信収入（ＩＰ系除く） ６１，２３２ ５２，８８９ △ ８，３４３ △ １３．６

（再）専用収入 ４４，６２８ ３６，７７１ △ ７，８５６ △ １７．６

　ソリューション収入 ２１７，７４６ ２３１，０９１ １３，３４５ ６．１

　その他の収入 ２５，８５４ ２４，５１５ △ １，３３９ △ ５．２

営業収益合計 ９４４，０２８ ９０９，９６６ △ ３４，０６２ △ ３．６

 （参考）営業収益内訳（科目別） 

科 目

第 15 期 第 16 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

 Ⅴ．営業収益内訳 

事 業 分 野

第 15 期 第 16 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １４２，７３３ １０７，０４０ △ ３５，６９３

　減価償却費 １０４，３４３ １０４，４８８ １４４

　固定資産除却損 ３，２９５ ２，７７０ △ ５２５

　固定資産売却益 △ １７，４６５ △ ４８ １７，４１７

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ ５８０ △ ４５８ １２２

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ２，７０６ △ １，２５１ △ ３，９５７

　関係会社株式評価損 ３，７７４ ７，８５３ ４，０７８

　売上債権の増加（△）又は減少額 １９，６８５ △ １０，７７０ △ ３０，４５５

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，７５３ △ １，２６０ ４９２

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ５，５０１ ２，６１６ ８，１１８

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ２，０７８ ４，０１４ ６，０９３

　その他 △ １１，５１３ △ １４，３０９ △ ２，７９６

　小計 ２３７，６４５ ２００，６８５ △ ３６，９６０

　利息及び配当金の受取額 １０，５６５ １７，１９５ ６，６２９

　利息の支払額 △ １，５６９ △ １，５９２ △ ２２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ６２，８４９ △ ４６，０９６ １６，７５２

　営業活動によるキャッシュ・フロー １８３，７９２ １７０，１９１ △ １３，６００

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １４０，６１５ △ １１９，６５２ ２０，９６２

　固定資産の売却による収入 １８，６０１ １１８ △ １８，４８２

　投資有価証券等の取得による支出 △ １４５，７４７ △ ２２，６６８ １２３，０７８

　投資有価証券等の売却による収入 ７０ ５３２ ４６１

　短期貸付による増減（△）額 ６，９９４ － △ ６，９９４

　その他 ２０，８１７ △ ２６ △ ２０，８４４

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２３９，８７８ △ １４１，６９７ ９８，１８１

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ９０，０００ － △ ９０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ ３，５８６ △ ３，３６０ ２２６

　短期借入による増減（△）額 ８，００６ ２，５１８ △ ５，４８８

　リース債務の返済による支出 △ ４，７５６ △ ４，０７０ ６８６

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３７，５００ △ ３，９９９

　財務活動によるキャッシュ・フロー ５６，１６２ △ ４２，４１３ △ ９８，５７５

現金及び現金同等物に係る換算差額 ２，３７１ ３，３８９ １，０１７

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ２，４４８ △ １０，５３０ △ １２，９７８

現金及び現金同等物の期首残高 ５２，１２４ ５４，５７３ ２，４４８

現金及び現金同等物の期末残高 ５４，５７３ ４４，０４２ △ １０，５３０

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 2013年４月１日から 2014年４月１日から
2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 15 期 第 16 期
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Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 15 期 第 16 期

科　　　目 2013年４月１日から 2014年４月１日から

2014年３月31日まで 2015年３月31日まで

営業収益 1,230,389 1,263,357 32,968 2.7

営業費用 1,102,511 1,143,538 41,027 3.7

営業利益 127,878 119,819 △ 8,059 △ 6.3

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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Ⅷ. 役 員 の 異 動  

 

（１）新任取締役候補 

田 中 栄 一    

楠 木   健   （第五営業本部長） 

松 本 裕 敦   （カスタマサービス部長） 

 

（２）新任監査役候補 

   武 内 信 博   

 

（３）退任予定取締役 

常務取締役     森    清   

取締役       細 川  雅  由   （株式会社 ミライト・テクノロジーズ 入社予定） 

取締役       伊 藤  幸  夫  （日本電気株式会社 入社予定） 

 

（４）退任予定監査役 

   監査役       貝 沼  孝  二  （株式会社NTTファシリティーズ 入社予定） 

 

（５）代表取締役および役付取締役予定者 

[1] 代表取締役社長予定者 

代表取締役副社長  庄 司   哲 也 

[2] 代表取締役副社長予定者 

       常務取締役     中 田   勝 己 

[3] 常務取締役予定者 

取締役              丸  岡    亨 

取締役              荒  本    和  彦 

                    田  中    栄  一 
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（６）役員の人事の予定 

 
新役職名および 

    新委嘱・担当業務 
（氏       名）

        現役職名および 
        現委嘱・担当業務 

  
代表取締役社長 
 

庄 司 哲 也 
 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
コーポレート担当 
 

代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
コーポレート担当 
 
 

舩 橋 哲 也 
 
 

代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 
 

中 田 勝 己 
 

常務取締役 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 
 

常務取締役 
CSR担当 
 

田 中 栄 一 
 

 

取締役 
第三営業本部長 
 

楠 木 健 
 
 

第五営業本部長 
 

 
取締役 
カスタマサービス部長 
 

松 本 裕 敦 
 
 

カスタマサービス部長 
 
        

取締役  
相談役 

有 馬 彰 
 
 
 

代表取締役社長 
 
 

 

(注) ・退任予定取締役のうち細川雅由は6月18日に、森清、伊藤幸夫については第16回定時株主総会 

（6月19日）終結時をもって辞任の予定です。 

・退任予定監査役は第16回定時株主総会（6月19日）終結時をもって退任の予定です。 

・新任監査役候補の武内信博および当社が再任を予定している監査役のうち、大嶋明男は、 

 社外監査役候補者です。 

以            上 

（ ） （ ） 
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